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　3．介護従事者に向けた待遇改善策の見直し
　　1）2000 年から 2009 年までの動向
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を経て設定されたのか、また介護報酬がどのように見直されていったのかについて詳細な分析を
行っている。西島は、介護保険制度創設当初、身体介護中心型、生活援助中心型、さらには両者


























本研究では 2000 年から 2003 年介護報酬改定までは「家事援助」という名称を、また、2003 年
介護報酬改定以降は「生活援助」という名称を用いる。
　以下第 2 章では、訪問介護における介護報酬単価がどのように設定されたのか、また 2003 年
介護報酬改定に向けて、訪問介護の介護報酬見直しがどのような考え方に基づき行われていっ
たのかについて考察を行う。また第 3 章では、2006 年の介護報酬改定に向けて、訪問介護の介
護報酬がどのように見直されていったのかについて考察を行う。同様に、第 4 章では、2009 年
の介護報酬改定に向けた動向、第 5 章では、2012 年の介護報酬改定に向けた動向、第 6 章では、
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2015 年の介護報酬改定に向けた動向、そして第 7 章では 2018 年の介護報酬改定に向けた動向に
ついて考察を行う。これをふまえ、第 8 章では、これまでの介護報酬改定の変遷について整理を
行うとともに、今後の訪問介護における介護報酬のあり方について展望を行う。なお本稿では、








助中心業務」に区分され、30 分を 1 単位として単価が設定された（西島 2009）。例えば「滞在型」
の補助単価をみると、「身体介護中心業務」（1 時間程度）が 3,740 円、また「家事援助中心業務」




度行われる場合の 3 つの区分が設けられ、それぞれ、4,020 円（30 分以上 1 時間未満）、2,220 円（1




所定単位数の 100 分の 200 に相当する単位数が設定された。また（2）では、早朝（午前 6 時か
ら午前 8 時）や夜間（午後 6 時から午後 10 時）、深夜（午後 10 時から翌朝 6 時）の時間帯にサー
ビスを実施した場合、所定単位数の 100 分の 15 に相当する単位数が設定された。さらに（3）で
は、離島振興法や山村振興法などによって指定された離島や中山間地域においてサービスを提供
する場合 *2、所定単位数の 100 分の 15 に相当する単位数が設定された（表 1）。
*1　具体的には、体重が重い利用者に入浴介助等の重介護を内容とする場合（平成 12 年 2 月厚生省告示
第 23 号第二号イ）やエレベーターのない建物の 2 階以上の居室から歩行困難な利用者を外出させる場合
（平成 12 年 2 月厚生省告示第 23 号第二号ハ）などが該当する。
*2　ここでは、離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第 2 条第 1 項の規定により指定された離島振興対
策実施地域、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）第 1 条に規定する奄美群島、山村
振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第 7 条第 1 項の規定により指定された振興山村、小笠原諸島振興開発
特別措置法（昭和 44 年法律第 79 号）第 4 条第 1 項に規定する小笠原諸島、沖縄振興特別措置法（平成
14 年法律第 14 号）第 3 条第 3 号に規定する離島が対象とされている。
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2．訪問介護における介護報酬の見直しについての考え方
　「第 2 回介護給付費分科会」の中では、2003 年の介護報酬改定に向けた訪問介護の報酬体系
を考える視点として、（1）基本報酬のあり方、（2）移動時間および特別地域加算のあり方、（3）



























































































例えば身体介護では、30 分未満の報酬単価は、210 から 231 単位へと引き上げられる一方、長時










　なお表 1 は、介護保険制度創設時と 2003 年介護報酬改定時における訪問介護の介護報酬単価
を比較したものであるが、ここからは、複合型が廃止され、身体介護と生活援助との二類型とさ
れたこと、また短時間のサービスの報酬単価が引き上げられていることがわかる。
















































的な内容をふまえ、「介護保険法等の一部を改正する法律（2005 年 6 月法律第 77 号）」が 2006











































































































































































ている（加算を取得している）事業所は 37.0% となっている。さらに、加算を取得している 68 事業所の
うち、収支差が改善した事業所は 20 カ所（29%）、悪化した事業所は 25 カ所（37%）となっている。
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2）訪問介護における介護報酬の体系的見直し
　これまでの訪問介護における介護報酬の見直しにおいては、身体介護と生活援助との区分をど
のように位置づけ直すのかが重要な検討課題の 1 つとされてきた。「第 57 回介護給付費分科会」
では、訪問介護における介護報酬の体系的見直し（行為別・機能再編）を目的とした調査結果が
示されている（厚生労働省 2008c）。この中では、訪問介護の行為内容やその時間を詳細に把握
するために、（1）タイムスタディ調査（11 事業所、223 件）、（2）映像記録調査（4 事業所、13 件）、
（3）実務時間調査（11 事業所、サ責調査 20 件、介護員調査 90 件）が実施されている。まず（1）




能性が示されている *13。さらに（3）では、サービス提供責任者の全業務時間の 56% を事務作業
が占めている一方、常勤ヘルパーでは事務作業時間が 20% 程度となっていることや移動・休憩





























　「第 57 回介護給付費分科会」では、2009 年の介護報酬改定に向けた論点が示された。それは、
（1）介護従事者の人材確保対策、（2）医療と介護の連携、（3）認知症高齢者の増加をふまえた認
知症対策の推進、（4）2006 年介護報酬改定で新たに導入されたサービスの検証、（5）サービス































































































































































































































（2020 年 9 月 24 日受理）
（つぼい　よしふみ　京都府立大学公共政策学研究科　博士後期課程 3 回生）
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